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第１ 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価 

 

平成 19 年 6 月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正され、平成 20

年度から、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について、教育

委員会自らが点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するととも

に、公表することが義務付けられました。また、点検及び評価を行うに当たっては、教育に関

し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとするとされました。 

 

【根拠法令】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第 1項の規定により教育長に委任され

た事務その他教育長の権限に属する事務（同条第 4 項の規定により事務局職員等に委任された事

務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報

告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知

見の活用を図るものとする。 

 

 

第２ 令和 6年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針 

について 

 

新宿区教育委員会では、令和 6年第 6回教育委員会定例会において議決した「令和 6年度 教

育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針」に基づき、点検及び評価を

実施します。 

 

１ 実施目的 

(1) 教育委員会が、教育に関する事務及び執行状況を点検及び評価し、課題や今後の改善の

方向性を明らかにすることにより、効果的な教育行政の一層の推進を図る。 

(2) 点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、議会に報告するとともに、公表すること

により、区民への説明責任を果たし、信頼される教育行政の推進を図る。 

 

２ 点検及び評価の対象 

 新宿区教育ビジョンに掲げる全ての個別事業とする。 
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３ 実施方法 

(1) 点検及び評価は、令和 5 年度の個別事業の進捗状況を総括するとともに、令和 3 年度か

ら令和 5 年度までの 3 年間を通じた個別事業について総括する。また、課題や今後の方向

性を示すものとする 

(2) 学識経験者の意見を聴取した上で実施する。 

(3) 11 月の教育委員会定例会において点検及び評価の結果をまとめた報告書を決定し、翌年

度の事業実施方針及び予算見積もりに反映する。また、報告書は区議会へ提出するととも

に公表する。 

 

第３ 点検及び評価会議の実施 

 

 ○ 日時     令和 6年 7月 25 日 10：00～12：00 

 ○ 会場     本庁舎 6階 第 4委員会室 

 ○ 学識経験者  浅田 学   氏  東京医療保健大学医療保健学部非常勤講師 

     藤井 千惠子 氏  元国士舘大学体育学部こどもスポーツ教育学科教授 

     仲田 康一  氏  法政大学キャリアデザイン学部キャリアデザイン学科准教授  

 ○ 内容     令和 5年度個別事業実績説明及び意見聴取 

 

第４ 令和 5年度新宿区教育委員会の活動について 

 

新宿区教育委員会の会議は、原則として毎月第一金曜日に定例会を開催し、必要に応じ臨時会

を開催しています。令和 5 年度は、定例会 12 回、臨時会 4 回を開催し、議案 54 件、協議 3 件、

報告 28 件について審議等を行いました。 

 

＜主な審議等＞ 

 令和 6年度から使用する区立小学校及び中学校教科用図書、区立特別支援学校並びに区立小学

校及び中学校の特別支援学級において使用する教科用図書について、令和 5年 8月 4日の定例会

において採択しました。 

 

＜教育委員会の会議以外での教育委員の活動＞ 

教育委員は、定期的に学校を訪問し、学校の経営方針等について説明を受けるとともに、授業

の様子や施設の状況等を視察し、学校の実態把握に努めています。また、教育委員会が指定した

学校が 1～2 年間かけて研究した成果を発表する研究発表会に出席したほか、新宿区立中学校生

徒会役員交流会では生徒会役員の生の声を聞きました。今後も、学校訪問等の機会を通じて、教

職員や児童・生徒等の意見を聞きながら、学校現場の実態や、子どもたちを育む多様な資源の状

況をふまえ、教育の諸課題に的確かつ迅速に対応していきます。 
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また、新宿区総合教育会議では、「教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じ

た教育、学術及び文化の振興を図るため重点的に講ずべき施策について」を議題として区長と意

見交換を行い、教育の課題の共有を図りました。 

 

学校訪問実施校数         20 校 

教育課題研究校数         2 校 

新宿区総合教育会議        令和 5年 11 月 7 日 

新宿区立中学校生徒会役員交流会  令和 5年 12 月 25 日 

 

 

＜主な取組＞ 

○ 令和 5年 5月 8日からの新型コロナウイルス感染症の 5類移行に伴い、学校現場は制限のな

い通常の教育活動に戻り、各校において様々な行事等が再開しています。令和 3年度から令和

5 年度までの 3年間は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも、子どもたちの学び

を止めることなく、様々な工夫を講じながら、教育活動と感染症対策の両立を図りました。こ

の間の取組は「新宿区新型コロナウイルス感染症対応記録」として、今後、同様の感染症が流

行した際に適切な対応・対策を行うための道標となるよう取りまとめました。 

○ ＩＣＴを活用した教育の充実については、デジタルドリルの活用により、教員が一人ひとり

の反応や学習の記録を確認し、児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズや学習状況に合わせて提

供される個別最適な学びを推進しました。また、やむを得ず学校に登校できない児童・生徒に

対しては、オンラインによる学習指導を行い、学習機会の確保に努めました。さらに、全校の

普通教室にディスプレイ型電子黒板を導入し、授業で活用することにより、多様な学びの展開

や児童・生徒の学習意欲の向上につなげました。 

○ 不登校児童・生徒への支援について、「学校に登校する」という結果のみを目標とせず、児

童・生徒が自らの進路を主体的に捉えて、社会的に自立することを目指していけるように、

多様で適切な教育機会の確保に努めるとともに、多様な教育機会検討委員会や担当者連絡会、

生活指導主任会により、教職員への理解啓発を図りました。また、不登校児童・生徒に対す

る多様な教育機会の確保としては、家庭にひきこもりがちな児童・生徒へのＩＣＴを活用し

た学習支援や、つくし教室への通所を希望しない児童・生徒に対して、つくし教室の職員（メ

ンタルフレンド・ふれあい心の友）が家庭訪問し、相談や支援を行いました。そして、区立

図書館を活用した訪問型支援について、新たに地域センターでも支援を開始するなど、不登

校児童・生徒の支援の充実を図りました。さらに、令和 5年 1月から運用を開始した東京都

教育委員会と連携した仮想空間（メタバース）を活用したオンラインによる支援について、

個々の状況に応じて、ＩＣＴを活用した支援の充実も図っています。 

○ 子育て世帯の負担軽減を図るため、令和 5年 8月から、多子世帯への学校給食費等助成を実

施しました。令和 6年度からは、区立学校の給食費を無償化するとともに、私立学校就学者等

への給食費相当額の支給を実施することを決定し、これに向けた準備を進めました。 
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○ 教員が健康でやりがいをもち、質の高い教育活動を継続できるよう、令和 5年度から部活動

指導員の一部を民間委託し、より専門的で質の高い指導を行うとともに、教員の働き方改革を

一層推進しました。さらに、令和 6年度からの委託による部活動指導員の拡充について検討を

進めました。また、国や都の動向をふまえ、区立学校への新たな人員配置について、準備を進

めました。授業準備の補助や資料準備等、教員の業務支援を担うスクール・サポート・スタッ

フを全校に配置、小学校第 1～3学年までを対象に副担任相当業務を担うエデュケーション・

アシスタントを全小学校に配置し、教育環境の充実を図っていきます。 

○ 教育委員会では、これまでの取組の成果や教育課題をふまえながら、子どもたちが生涯を切

り拓く力を一層伸ばしていけるよう、教育ビジョン個別事業の見直しを行いました。 
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第５ 新宿区教育ビジョン(第二期 計画期間：平成 30～令和 9 年度、個別事業計画期間： 

令和 3～令和 5年度)の概要 ～3 つの柱と 10 の施策～ 

 

 

 

 

 変化の激しい時代を担う子どもたちは、社会において自立的に生きるため、知・徳・体の

バランスのとれた「生きる力」を身につける必要があります。子どもの学力や学習の状況、

心や体の状況など様々な課題を的確にとらえ、子どもたちの力を着実に伸ばす、より質の高

い学校教育を実現します。 

 

 施策１ 確かな学力の向上  

○ 子ども一人ひとりの課題に丁寧に対応するとともに、長所や強みを活かすという視点に立ち、す

べての子どもの能力を最大限に伸ばす教育を実現していきます。 

義務教育で身に付けるべき基礎学力を保証するために、特に基礎的・基本的な学力が十分でない

子どもへの支援を充実します。また、伸びる子どものより発展的な学習を積極的に支援します。 

さまざまな調査結果を分析し、教育課程や指導方法等を組織的に見直すとともに、「分かる授業」

への工夫・改善を図ることにより、一人ひとりの学力の定着と向上につなげます。 

○ 調べ学習をはじめとする言語活動を重視した指導により、言語に対する関心や理解を深め、思

考・判断等の知的活動やコミュニケーション、感性・情緒の基盤である言語能力を高めます。教育

活動全体を通して、体験的な活動や問題解決的な学習を積極的に取り入れ、子ども一人ひとりの実

践的な資質・能力を育成します。 

児童・生徒の学習意欲を高め、主体的に学ぶ機会を充実するために、授業をよりよく改善し、「主

体的・対話的で深い学び」の実現を図ります。 

○ １人１台のタブレット端末を整備するＧＩＧＡスクール構想の実現により、児童・生徒一人ひと

りの状況に応じた個別最適化された学びや他者と協働しながら自ら考え抜く自立した学びを推進

し、ＩＣＴを効果的に活用した授業改善などにより、一層の学校教育の充実を図ります。 

○ グローバルな視野を持ち、時代の変化を見きわめながら自らの将来を切り拓く力を芽生えさせ、

伸ばすために、さまざまな手法による英語教育、理科教育及びプログラミング教育等の推進により、

変化の激しい時代を生きる力を育みます。また、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に向け

て、総合的な学習の時間を中心に、各教科における学習等、あらゆる教育・学習機会をとらえて、

「持続可能な社会の創り手」の育成を目指します。 

 

 施策２ 豊かな心と健やかな体づくり  

○ 豊かな人間性や社会性を育み、子ども一人ひとりが、かけがえのない自己を肯定的に捉えるとと

もに、命や平和の大切さを理解し、他者に対する思いやりや感謝の気持ちを言葉にして素直に伝え

ようとする心を養います。 

   子ども一人ひとりの「生きる力」をはぐくむ質の高い学校教育の実現 

柱１ 
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○ 体験的な活動や学校の教育活動全体を通したキャリア教育の充実を図り、児童・生徒自らが将来

や進路等について主体的に捉えて、社会的に自立することを目指すことができるよう、資質や能力

を育成します。また、優れた伝統と文化を理解し継承するとともに、郷土新宿に愛着を持ち、地域

の発展に寄与したいと思う気持ちを育みます。 

○ スポーツを通じて健康づくりや体力の向上に向けた取組を進めるとともに、学校・家庭・地域が

連携して、積極的に運動やスポーツに親しむ習慣や意欲・能力を育成します。 

子どもたちの心身のバランスのよい発達のため、家庭と連携し、望ましい食習慣等、健康的な生

活習慣の形成を促します。 

○ 東京 2020 大会の開催を契機として、すべての学校及び幼稚園でさまざまな学習活動や体験の機

会を提供します。また、これらの教育活動については、東京 2020 大会後も、子ども一人ひとりの

心と体に人生の糧となるようなかけがえのないレガシー（有益な遺産）として残していけるように

していきます。 

 

 施策３ 就学前から中学校までのつながりのある教育の推進  

○ 幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期であり、豊かな情操や基本的な生

活習慣、道徳性・規範意識や思考力の芽生え、協同性や自立心を育むことが、子どものその後の成

長や学び、社会とのかかわりに大きく影響を与えます。このため、幼児期の教育に必要な環境を整

え、遊びや生活を通して子どもたちの健やかな成長を育んでいきます。 

○ 公私立の幼稚園・保育園・子ども園の連携を推進し、教育・福祉・子ども・保健等の各部門の情

報共有を重視するとともに、幼児教育・保育の無償化により、保護者の選択の幅が広がっているこ

とをふまえながら、幼児教育・保育や子育て支援事業の利用の機会を提供していきます。 

○ 区立の幼稚園・保育園・子ども園が交流や研修等を継続的に進め、それぞれの良さと特性を学び

合い、互いの保育内容の一層の充実を図るとともに、交流や研修等について、就学前の子どもの育

ちをともに担う私立の幼稚園等にも働きかけていきます。また、区内の子育て支援を担う施設と十

分に連携しながら、公私立の幼稚園における子育て支援機能を充実します。 

○ 幼児教育・保育と小学校教育との滑らかな接続のため、指導及び支援の継続性を重視して接続期

のカリキュラムを作成・実行したり、小学校と幼稚園・保育園・子ども園との連携を十分に図り、

意見交換や合同研究を通して相互の教育と連続性についての共通理解を深めます。 

○ 生徒がスムーズに中学校生活をスタートできるよう、小学校段階の教育内容を再度取り上げて繰

り返し指導するといった工夫や、小・中学校の教員が相互に授業を参観して意見交換を行ったり、

共同して授業を行うなど、相互交流の一層の促進を図ります。また、各教科の連携プログラムを活

用し、効果的・効率的な学習内容の接続を図り、確かな学力の向上につなげます。 

  



7 

 

 

 

 子どもの教育において、新宿の伝統・文化を生きた教材として積極的にとり入れ、地域に

根ざした教育を進めていくことが大切です。また、教育に対する保護者や地域の多様な要請

にこたえていくために、家庭・地域・学校がともに学び、ともに育つ関係を実現します。 

 

 施策４ 地域との連携・協働による教育の推進  

○ 各校の地域協働学校運営協議会の取組を支援し、活動内容のさらなる充実を図ります。また、小・

中学校間や近隣の学校間の連携を展開することで、地域ぐるみで子どもの一貫した成長を支え、今

後の地域社会を担う人材の育成へとつなげます。さらに、地域との連絡会を開催することで、多様

な人材の参画を促し、地域協働学校を支える人材の確保や周知活動等に取り組んでいきます。 

○ 地域の教育力を学校につなぎ、教育活動の充実を図るスクール・コーディネーターと、学校運営

に地域住民や保護者が参画し、学校と地域が一体となって子どもたちの成長を支援する地域協働学

校運営協議会との連携により、地域の教育力の一層の活用を図ります。 

○ 新宿のまちの特性を活かした教育活動を進めるため、地域協働学校の取組等を活用したキャリア

教育を推進するとともに、区民、地域団体、企業や大学等との連携・協働により、芸術等を学ぶ機

会として、地域の文化や歴史、芸術等の資源を積極的に活用します。 

 

 施策５ 家庭の教育力の向上支援  

○ 保護者が家庭教育の重要性を認識するとともに、孤立することなく子育ての悩みを共有し、安心

して家庭教育を行えるよう、学びの機会を提供します。 

また、共働き世帯や困難を抱える家庭等、さまざまな家庭のあり方に応じた多様な形態による家

庭の教育力の向上を支援していきます。 

〇 子育ての悩みについて保護者同士が話し合ったり、保護者と教員が共有したりしながら、互いに

支え合って家庭の教育力を高めることができるよう、ＰＴＡの主体的な活動への支援を充実します。 

また、保護者が学校行事等へ参加しやすくなるよう、企業等へ協力を呼び掛けていきます。 

 

 施策６ 生涯の学びを支える図書館の充実  

○ 新宿区立図書館基本方針に基づき、「区民にやさしい知の拠点」として、電子書籍等を含む情報

資源の活用に向けた検討を行うとともに、区民がより利用しやすいしくみを検討し、魅力ある図書

館を実現していきます。 

旧戸山中学校の跡地に「区民にやさしい知の拠点」にふさわしい新中央図書館等の建設を目指し

ます。 

○ 新宿区のすべての子どもが、あらゆる機会とあらゆる場所において自主的に読書活動ができるよ

う、新宿区子ども読書活動推進計画に基づき、家庭・地域・学校・行政が連携を図り、子どもの読

書活動の推進に取り組みます。 

新宿のまちに学び、家庭や地域とともにすすめる教育の実現 

柱２ 
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 施策７ 子どもの安全の推進  

○ さまざまな事件・事故や自然災害等の危険から自らの生命を守るために必要な知識や技能を身に

付けさせるとともに、安全・安心な社会づくりの意義を理解し、そうした社会づくりに貢献しよう

とする態度の育成を図ります。 

また、インターネット・ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等の利用に潜む危

険を回避し、情報を正しく安全に利用できるよう、児童・生徒の情報モラルを育成するため、学校、

家庭等と連携した情報モラル教育を実施します。 

○ 学校安全計画及び学校危機管理マニュアルを必要に応じて検証・改善するとともに、学校施設や

通学路の安全性を確保するため、必要な設備の整備・運用を図ります。 

  また、新型コロナウイルス感染症については、子どもたちが健康で安全な学校生活が送れるよう、

感染拡大防止に努めます。 

児童・生徒等の安全に関する課題について学校、家庭、地域が共有するとともに、ＰＴＡの主体

的な活動や地域協働学校のしくみを活かすなどして、家庭や地域、関係機関等と連携・協働した安

全・安心の取組を推進していきます。 
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 子どもがよく学び、よく遊び、心身ともに健やかに育つことを目指し、高い資質・能力を

備えた教師が自信をもって指導に当たり、いきいきと活気ある活動を展開する学校を実現し

ます。 

 

 施策８ 一人ひとりの子どもが豊かに学べる教育環境の整備  

○ いじめや不登校にかかわる、各校や教育センターにおける取組のより一層の充実を図ります。 

  不登校児童・生徒に対しては、「学校に登校する」という結果のみを目標とせず、フリースクー

ル等との連携を図りながら、個々の児童・生徒の状況に応じた支援を推進し、多様で適切な教育機

会の確保に努めます。 

  また、研修等により教職員の対応力を高めるほか、家庭に課題がある場合については、地域の関

係諸機関や民生委員・児童委員等とのネットワークを活用し、家庭に寄り添った支援を行っていき

ます。 

○ 障害のある児童・生徒の増加に伴い、「個の状況に応じた適切な指導」をさらに推進していく必

要があります。子どもの将来を見据え生きる力を育むために、学校が保護者と積極的に情報を共有

する機会を持ち、他機関との連携を図っていきます。児童・生徒の苦手なことや困難なことなどの

特性を把握し、子どもの能力を最も伸ばす支援や指導を行うとともに、一人ひとりの確かな学びを

保証する体制を整備していきます。 

○ 来日した日本語を母語としない外国籍等の幼児・児童・生徒が日本の学校に慣れ、円滑に生活す

ることができるよう、日本語の初期指導を行うとともに、必要な教科学習の支援を行います。 

  また、日本に在留する外国人の増加に伴い、学齢期の外国籍の子どもの数も増えていることから、

就学状況の把握に努めるとともに、不就学となっている外国籍の子どもに対する就学を促進してい

きます。 

○ 共生社会を担う子どもたちの視野を広げ、社会性を養い、豊かな人間性を育むため、障害のある子

どもたちや外国にルーツを持つ子どもたちから学び合うことのできる交流・学習を進めていきます。 

○ 子どもたちが経済状況等の家庭環境にかかわらず確かな学力や社会性を身に付けることができ

るよう、放課後等学習支援及び全小学校において学校図書館の放課後等開放を行います。また、学

業や進路等、教育上の悩みに対して、専門家による相談体制を整えます。さらに、幼児教育・保育

の無償化の趣旨に基づき、幼稚園保護者に対する負担軽減を図るほか、就学援助等により、家庭へ

の経済的な負担を軽減し、子どもの学びと育ちの機会を支えていきます。 

 

 施策９ 学校の教育力の強化  

○ 校長・園長のリーダーシップのもと、組織的で実行力のある学校・園運営や中・長期的な視点に

立った創意工夫ある教育活動の展開を具現化するため、校長・園長の裁量予算の一定額確保や公募

制等の人事権の拡充に向けた取組を進めます。 

時代の変化に対応した、子どもがいきいき学ぶ教育環境の実現 

柱３ 
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さらに、管理職のリーダーシップの強化や教職員のメンタルヘルス管理も含めた学校経営能力の

向上を図る研修を充実します。 

○ 教員の長時間勤務の実態をふまえ、勤務環境の改善に取り組み、学校現場の実情に応じた具体的

な取組を実践するとともに、教員の働き方の意識改革を図ります。これらの取組により長時間勤務

を解消し、教員が健康でやりがいを持ちながら質の高い教育活動を継続することで、子どもたちが

生涯を切り拓いていく力を一層伸ばしていきます。 

○ 学習指導要領及び幼稚園教育要領に基づく教育課程及び授業・保育方法の改善や、新たな教育課

題への対応、チームとしての学校の実現に向け、教職員それぞれの経験と職層に応じた研修や学校

支援アドバイザーによる訪問指導等を体系的に実施し、教員の資質・能力の向上を図ります。特に

ＧＩＧＡスクール構想におけるタブレット端末の1人1台環境を活用した個別最適化学習や協働学

習の指導の充実に重点的に取り組んでいきます。 

また、校・園内研究や研究発表等を通して、教員の自主的な研修意欲の高揚を評価・奨励し、教

員が自ら学ぶ意欲を持つ風土の醸成を図ります。さらには、学校の情報化を進め、「分かる授業」

を実践するとともに、教員同士が情報を共有し、相互に教材を開発・活用できる環境づくりを進め

ます。 

 

 施策 10 学校環境の整備・充実  

○ ＧＩＧＡスクール構想による、タブレット端末の 1人 1台環境の整備により、学習活動を一層充

実させるとともに、子どもたちの「主体的・対話的で深い学び」につなげていきます。また、全小

学校の学校図書館を放課後等に開放するなど、子どもたちの学びの環境のさらなる整備・充実を図

ります。 

○ 学校施設の長寿命化を基本として策定した学校施設個別施設計画に基づき、児童・生徒にとって

良好な教育環境を整備していきます。 

○ 近年、未就学児数の増加傾向が続いていることから、特に小学校における普通教室の整備・確保 

 を進めるとともに、学校選択制度の見直し後の教育環境の変化を注視しながら、児童・生徒の学習 

 や生活の場にふさわしい学校づくりを進めます。中期的には、再開発等の動向を把握しつつ、平成 

 24 年度に策定した「新宿区立小・中学校の通学区域、学校選択制度、適正規模及び適正配置の基本 

 方針」で適正規模とした、小学校は 12 学級から 18学級、中学校は 12学級以上（当面は 9学級） 

 を目指し、これに向けた検討等を行います。 
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第６ 新宿区教育ビジョンに掲げる個別事業の点検及び評価 

 

（１）点検・評価シート（令和 5年度分） 

 

点検・評価シートの見方 

事業目的・事業概要 

※教育ビジョン冊子から抜粋 
各事業の目的や主な内容を記載しています。 

第
二
次
実
行
計
画
事
業
の
み 

※
教
育
ビ
ジ
ョ
ン
冊
子
か
ら
抜
粋 

令和 2 年度末の状況 

（予定） 
各事業の令和 2年度末における状況を記載しています。 

令和 5年度の計画 

（令和 5年度当初時点） 

各事業の令和 5 年度当初時点における令和 5 年度の計画を

記載しています。 

令和 5年度末の目標 

（令和 5年度当初時点） 

各事業の令和 5 年度当初時点における令和 5 年度末の目標

を記載しています。 

令
和
５
年
度 

進
捗
状
況 

(A) 
取組状況、実績 

（数値） 

各事業の令和 5 年度の取組の状況や、実績値等を記載して

います。 

(B) 評価、課題 
(A)欄に対する評価や目標達成に向けた課題等を記載して

います。 

1 年間の達成度 

Ａ:当初の想定または予定していた成果以上の成果をあげた 

Ｂ:当初の想定または予定していた成果をあげた 

Ｃ:当初の想定または予定していた成果をあげられなかった 

3 年間（令和 3年度～令和 5年度）を通

じた成果・総合評価 

3 年間（令和 3年度～令和 5年度）について、目標の達成状

況等をふまえ、成果や総合評価及びその理由を記載してい

ます。 

3 年間の達成度 

Ａ:当初の想定または予定していた成果以上の成果をあげた 

Ｂ:当初の想定または予定していた成果をあげた 

Ｃ:当初の想定または予定していた成果をあげられなかった 

改善内容、今後の取組方針 
評価結果や課題等をふまえ、改善内容や今後の取組方針を

記載しています。 
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（２）学識経験者の指摘・意見及び教育委員会の対応・判断 

 

＜主な評価対象事業について＞ 

（１）子ども一人ひとりの学びの保証（教育ビジョン 取組の方向性 1） 

  1 学力調査を活用した個々の学力の向上 

  2 学校サポート体制の充実 

  3 放課後等学習支援 

  4 ＩＣＴを活用した教育の充実 

  5 主体的・対話的で深い学びの実現 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

3 放課後等学習支援 

 取組を通じて、児童・生徒の基礎学力や学

習意欲の向上が図られていると思う。参加者

が増加しており、タブレット端末を活用し

て、自ら学ぶ力も身に付けられるよう工夫し

た指導を今後も期待している。 

 放課後等学習支援の目的は、学習内容の習

得が十分でない学習意欲・学習習慣に課題が

ある児童・生徒に対する指導と、学習習慣が

定着している児童・生徒に対する自学自習の

ための支援の二つがあり、タブレットの活用

は、自学自習のための支援で多く活用されて

います。 

新型コロナウイルス感染症の 5類移行後、

放課後等学習支援に参加する児童・生徒の実

績も増えています。 

 今後も放課後等学習支援の円滑な実施に

向け、学習支援に従事するスクールスタッフ

を学校が必要に応じ配置できるよう支援し

てまいります。 

4 ＩＣＴを活用した教育の充実 

 これだけＩＣＴ環境としてハード面が充

実してくれば、次はソフト面の授業内容に踏

み込んでいくことが必要である。先生が指示

しなくても、タブレット端末の使用について

必要性が出たら、子どもたちが主体的に使っ

ていけるところまでもっていけるように、授

業の組み立てや単元構成の仕方等、先生方の

授業に対する考え方、取り組み方を考えてい

かなければならない。 

 ぜひ、学びを深めるということの意味は何

かを考えていただき、ＩＣＴを中心にしなが

ら、教育全体の改革につなげていく進め方が

教育委員会では、これまで、ＩＣＴ環境の

ハード面の充実と並行してＩＣＴ環境を生

かした授業改善について研修等を通して推

進してきました。 

タブレット端末の導入から 4年目を迎え、

各校における授業改善は少しずつ進み、ＩＣ

Ｔ環境を生かして学びを深めるために授業

の組み立てや単元構成を工夫する教員が増

えています。タブレット端末を子どもたちが

主体的に活用していくことは、教育委員会で

も重要なことであると認識しており、引き続

き研修や各校におけるОＪＴの充実に努め、

各教員が学びを深めることの本質を理解し、
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されると素晴らしいと思う。 ＩＣＴを中心とした授業改善を進めること

ができるように支援してまいります。 

 学力テストの分析については、ＧＩＧＡス

クール構想でＩＣＴ環境がかなり進んだこ

ともあり、基礎部分ではどの学年も正答率が

７割を超え非常に評価できる。 

 デジタルドリルの活用は、紙ベースで子ど

もたちの書く力を育てたいという保護者の

要望もあって、学校によって取組に差がみら

れるが、理解の遅い子の興味関心を高め、基

礎学力を定着させるのに有効との話もある。 

 デジタルドリルをツールとして、どこでど

のように使うのか、学校の実態に応じながら

効果的な使い方を検討すると良いと思う。 

 デジタルドリルの活用については、これま

での各校における計画的な取組により、日々

の授業や家庭学習での効果的な活用事例が

蓄積されてきています。活用事例を見ると、

いずれの校種においても、基礎学力の向上に

対して、デジタルドリルの活用が一定の成果

をあげています。 

 今後も各校のデジタルドリルを活用した

取組の効果を丁寧に分析し、学校の実態に応

じた効果的な活用方法を引き続き検討して

まいります。 

自学自習においては、ＡＩによるデジタル

ドリルの出題で繰り返しの問題が出て、先に

進めない子どもがいると思うので、必ずサポ

ートをお願いしたい。 

ＩＣＴを中途半端に使うと学びが浅くな

るという調査結果がある。これまでの授業の

中に単にタブレットを入れ込むというので

はなく、子どもたちもタブレット端末の使用

を習熟していることを前提に、どの場面でど

う使うと効果的かを考えた授業の組み立て

や進め方、教材研究が必要である。 

 子どもたちがデジタルドリル等を活用し

て自学自習を進める際には、教員が学習内容

の習得状況を適切に把握し、個に応じた指導

を丁寧に進めていきます。 

 その他の場面でのＩＣＴの活用について

も、子どもたちのタブレット端末の活用リテ

ラシーの向上とともに、教員が効果的な活用

場面を見極め、授業構成や教材研究を工夫し

ていけるよう、今後も研修や各校におけるО

ＪＴの充実に努めてまいります。 
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（２）地域ぐるみの学校安全・学校防災対策の推進（取組の方向性 17） 

  49 学校安全対策の充実 

50 学校防災対策の充実 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

49 学校安全対策の充実 

50 学校防災対策の充実 

新型コロナウイルス感染症への対応につ

いて、教育委員会全体で進められたことは、

大変すばらしいと思う。 

これまでの対応のノウハウを活かし、保護

者や子どもたちも、自分で体の様子をチェッ

クして、どうするかがわかる実践力を養うこ

とができると良いと思う。 

 登下校の安全については、新宿も地域によ

ってだいぶ様相が違うので、不審者対応は、

地域ぐるみで行う必要があると思う。地域協

働学校のメンバーや保護者の方にも理解い

ただき、それぞれの地域に合ったきめ細かな

安全対策を進めてほしい。 

 学校における健康観察等においては、感染症

の拡大防止の観点を含め、適切に対応を図って

まいります。また、日頃の手洗い等の基本的な

感染対策の呼びかけは、必要に応じ継続的に

行っていきます。 

 地域協働学校運営協議会には、様々な支援

部が設けられており、一部の協議会には安

全・安心支援部も設置され、各校でそれぞれ

に子どもたちの安全を守るための防犯活動

が行われています。近年では、「攻める防犯」

をテーマとして地域協働学校研修会を開催

し、防犯への心構えや地域での取組について

の学習の機会を提供しました。 

 各校での防犯への取組については、学校運

営協議会に派遣している職員を通じて情報

共有したり、定期的に発行しているリーフレ

ットで紹介しており、今後も、他の学校運営

協議会でも取組の参考となるよう情報を提

供し、支援していきます。 

 この 3年間の実績でも通学路の整備や感染

症対応等、子どもの命に直結するものを第一

優先に取り組んでいることが大変よくわか

った。 

 登下校中の事故が全国的に発生している

ので、学校との合同点検の結果、必要だと思

えば学童擁護員の配置をお願いするととも

に、普段の学校生活の中でも、先生方から登

下校時の決まりについて、子どもたちに声掛

けを心掛けると、安全対策が一層効いてくる

と思う。 

 学童擁護員の配置を含む通学路の安全対

策については、交通状況の変化等に柔軟に対

応ができるよう、毎年度合同点検を実施し、

教育委員会や学校、学童クラブ、警察、道路

整備関係部署等の様々な視点から危険箇所

を把握し、その対策について協議していま

す。今後も、点検等の取組を通して関係機関

と連携し安全対策を行っていきます。 

 子どもたちへの安全指導については、警視

庁や東京都からの通知を周知するほか、各区

立学校で作成する学校安全計画による安全

教育とともに、時期等を適切に判断して学校

で指導を図ってまいります。 
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 地域学習の一環として防災学習に取り組

む事例があると聞いている。学校防災の充実

では、単に安全管理だけではなく、教育課程

の中で指導と一体となって進めていけると

良いと思う。 

 道路整備等の安全対策については、学校や

教育委員会だけでは対応がしきれないとこ

ろがある。関係部署と連携し、引き続き子ど

もの安全対策を行ってほしい。 

 小学校では、児童自身が地域をめぐり作成

する地域安全マップを教育課程に位置づけ、

マップを活用した安全教育を実施していま

す。 

 また、中学校では地域と連携した防災訓練

を教育課程に位置づけて実施し、地域住民と

相互協力を図っています。引き続き地域と一

体になって防災教育を推進してまいります。 

 通学路等の道路整備については、関係部署

と合同で点検を実施するとともに、点検箇所

の対策内容や実施状況を共有し、安全対策を

図っています。今後も関係機関と連携しなが

ら、学校の安全対策の充実を図り、子どもの

安全・安心を確保していきます。 
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（３）いじめ等の防止と不登校児童・生徒への支援（取組の方向性 18） 

   51 いじめ防止対策の推進 

  52 不登校児童・生徒への支援 

  26 スクールカウンセラーの配置 

   53 教育相談体制の充実 

   54 児童・生徒理解を進める研修の実施 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

51 いじめ防止対策の推進 

 第三者評価で実施しているヒアリングで

は「深刻ないじめはない」と答えている学校

もある。また、「多少の子ども同士のトラブ

ルは自分たちでも解決したい、それができな

ければ先生に相談する」と答えている児童も

いた。 

 共に過ごす仲間に対して相手をリスペク

トする心情を育てることが重要である。 

 また、いじめの防止には指導者が小さなト

ラブルを見逃さない、見過ごさないといった

積み重ねと児童・生徒及び教職員が相手を尊

重する心を常にもっていることが必要であ

ると考える。 

いじめに関しては各学校、各教職員で認識

に差が生じやすいことから研修等で法律的

観点の正しい理解と軽微ないじめも見逃さ

ない教員として行うべき未然防止、早期発見

の心構えを含め、資質向上を図ってまいりま

す。 

また、日々の教育活動においては、児童・

生徒が安全・安心に学校生活を送ることがで

きるよう、組織的な学校経営が行われるよう

に学校問題支援室が中心となり、指導・助言

を継続してまいります。 

52 不登校児童・生徒への支援 

 多様性を重視するという考え方から、不登

校も様変わりしているが、多様なニーズに対

応し様々な支援や機会を提供していること

は、大変素晴らしい。 

 不登校状態にある児童・生徒も、それぞれ

が素晴らしい個性をもった子どもたちなの

で、先生方には、相手を尊重するという教師

の眼差しを心掛けながら、一人一人の子ども

に寄り添う姿勢をもってもらいたい。 

学校に登校するという結果のみを目標と

するのではなく、児童・生徒が自らの進路を

主体的に捉えて、社会的に自立することを目

指すことができるよう多様な教育機会の確

保に努めてまいります。 

また、多様な教育機会検討担当者連絡会、

専門家による研修会の実施等により、教員の

理解啓発を図り、不登校のきっかけや継続理

由に応じて適切な働きかけができるよう、支

援していきます。 

新型コロナウイルス感染症の影響で、不登

校の児童・生徒数が一気に増加したと感じて

いる。 

つくし教室には、いろいろな子どもたちが

来ているため、誰一人取り残さない教育の推

進という観点から考えると、最低限の学びの

 不登校児童・生徒数は増加傾向にあるた

め、タブレット端末を活用した支援や訪問型

支援等、社会的自立に向けた取組を充実させ

ることが必要です。 

 つくし教室では子どもの実態に応じた集

団活動や個別学習等を行っています。学習面
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保証のようなことも考えていく必要がある。 

また、つくし教室には行けないが、学校に

は行ける、けれど教室には入れないという子

どももいるので、それをサポートする体制が

学校にできてくると、子どもたちももっと変

わってくると思う。 

 メタバースについては、子どもによって効

果に違いがあるので、その点をふまえて今後

検討していくと良い。 

については、教科書や学校から貸与されたタ

ブレット端末、持参したテキスト等を使い、

自分で目標や学習内容を決めて取り組んで

います。 

 また、学年別集団学習として、中学生各学

年別と小学生集団に分かれ、国語、数学（算

数）、英語の３教科について、教科書等を使っ

て集団で学習しています。 

メタバース上での成功体験や心の安定が

子どもの登室意欲や学習意欲を引き出した

事例もあり、今後も子どもの実態に応じた効

果的な活用となるよう進めてまいります。 

不登校児童・生徒の保護者がＳＮＳ等を通

じて情報を集める中で、質の低い施設に行き

着いてしまうこともあるので、教育委員会と

して、フリースクール等と連携し、適切な情

報提供ができると良いと思う。 

 一方で、子どもの教育を受ける権利を第一

義的に保障する学校のあり方として、フリー

スクールに行けば登校しなくてもよいとい

うことでなく、校内フリースクールやフリー

スペース等を設けている事例もあるので、い

つでも待っているという立場で学校内の取

組を大事にしてほしい。 

多様な教育機会検討委員会等を中心に引

き続き、フリースクール等との連携を各校に

も周知していくとともに保護者にも多様な

支援方法があることを周知・啓発してまいり

ます。 

また、校内フリースクールやフリースペー

ス等については東京都の施策であるチャレ

ンジクラス等の取組を研究してまいります。 

 

  



67 

（４）教職員の勤務環境の改善等（取組の方向性 24） 

  61 専門人材を活用した教育相談体制の充実 

22 部活動運営支援事業 

68 学校の法律相談体制の整備 

69 教員の働き方の意識改革等 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

22 部活動運営支援事業 

外部の力を借りて部活動支援を進めるこ

とは、教員の働き方改革だけでなく、子ども

たちにとっても専門家の指導が受けられる

よい学びになっている。今後も推進していく

ことが重要だが、問題発生時の連携の仕方等

も含めた研修を充実することで、教員の働き

方改革に一層繋がると思う。 

 民間委託の部活動指導員については、個々

のコーチに対し、配置前にコンプライアンス

やメンタルヘルスケア、また個人情報保護に

関する研修の受講を義務付けています。指導

力の向上とともに、児童・生徒に関わる指導

者としての基本的な知識やノウハウの習得

に向けた必須研修を実施しており、問題発生

時には委託事業者と学校、教育委員会事務局

が、こまめに情報共有し、密接に連携を図り

ながら対応を行っています。 

 今後も学校と連携協力を図り、より教員の

負担軽減の一助となるべく研修の充実に努

めていきます。 

 新宿区は金管バンドが盛んだが、長年携わ

った教員が異動すると、後任選びが難しく、

活動の継続が困難な状況もあったことから、

部活動運営支援事業は、先生方の働き方改革

とともに、課外活動を支えていくことに繋が

る大事な事業だと思う。 

教員の異動等の事情に関わらず、専門的な

技術指導を行える指導員を継続的に配置で

きることが、部活動運営支援事業の大きなメ

リットの一つと考えています。 

金管バンドについては、令和 5年度に小学

校 6 校、令和 6 年度は 14 校に対し、部活動

指導員を配置しています。 

 今後も委託業務の履行状況の検証を行い

ながら、学校が求める人材を継続的に確保

し、魅力ある学校づくりとともに、教員の働

き方改革を推進していきます。 

 部活動運営支援事業は、学校部活動の地域

移行とは違い、地域に根付いているわけでは

ないので、委託先が撤退した場合の活動継続

が課題となることから、会計年度任用職員の

指導員は残しておくなど、持続可能な形で取

り組んでほしい。 

 現在、部活動指導業務を受託している委託

事業者については、地域の人材を積極的に活

用し、指導業務を行っています。 

そして、会計年度任用職員の部活動指導員

は、自ら部活動指導を行う一方、委託事業者

との連絡調整や各校への巡回指導、また指導

員を対象とする研修会の企画・実施等によ
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り、民間委託等の部活動指導員をサポートし

ています。  

 今後も会計年度任用職員の体制は維持し、

持続可能な形で部活動運営支援に取り組ん

でいきます。 

69 教員の働き方の意識改革等 

教員志願者の減少が危機的な状況にある

ことから、こうした働き方改革の取組を全面

に出して、教員は多忙で長時間労働との印象

を払拭する必要がある。 

 今後、ワークライフバランスをさらに進め

ていくためには、一人一人の教職員が働き方

改革にどう取り組むかという、主体性が問わ

れてくるので、チェックシートの活用等、業

務改善していくアイディアを、自分たちから

出すボトムアップの取組を行うようにした

い。また、学校支援アドバイザー等多くの人

的配置の充実により、教育の質の向上や教員

の働き方改革に成果があがることを期待し

ている。 

教職員の働き方改革をさらに進めていく

ためには、一人一人の教職員が働き方を意識

し、働き方改革に主体的に取り組んでいくこ

とが重要です。教職員間で業務の見直し等に

ついて話し合うための校内検討組織を設置

する動きはこれまでもありましたが、各校の

改善事例を共有するなどの取組をさらに進

め、教員が主体的に働き方改革の取組を進め

ることができるよう、学校長に働きかけてい

きます。 

また、教育の質の向上や、教員の負担を軽

減する人員を引き続き配置し、本務に集中で

きる体制を確保していきます。 

 教員は、子どもたちにより良い授業を提供

するため、時間を惜しまず熱心に取り組むこ

とから「１週間当たりの実働勤務時間が60時

間を超える教員をゼロにする」という取組

を、ここまで進めてきたのは大変なことだっ

たと思う。 

 授業に熱心な教員の実働勤務時間を減ら

すことは困難であるが、働き方改革に引き続

き取り組んでほしい。 

 当面の目標である「１週間当たりの実働勤

務時間が 60時間を超える教員をゼロにする」

の達成に向けて、平成 30 年度以降、タイムレ

コーダーの導入や様々な人的配置等の環境

整備に努めてまいりました。これらの取組に

より、令和 5年度は全教員の 99％が目標を達

成しています。引き続き、当面の目標の達成

に向けて取り組むとともに、国や都の動向を

ふまえ、教育委員会事務局と学校管理職で教

員の働き方改革を検討する働き方改革プロ

ジェクトチーム会議において、新たな目標設

定をはじめとした、働き方改革の取組をより

一層進めていきます。これにより、子どもた

ちが生涯を切り拓いていく力をさらに伸ば

していけるよう、取組の改善、充実を図って

まいります。 
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 長時間労働が突出した人が減ってきたこ

とは非常に良い状況である。一方で、60時間

手前の状況や持ち帰り仕事の状況等、タイム

レコーダーのデータからは不可視な部分に

ついて、次なる課題として取り組んでほし

い。 

長時間勤務が連続する教員に対しては、教

育委員会が校長を含めた面談を実施し、業務

への意欲を大切にした上で、ワークライフバ

ランスを考えた勤務を行う事の重要性を粘

り強く指導・助言し、理解を求めていきます。 

教員の勤務環境の改善・働き方改革をより

一層進めるため、働き方改革プロジェクトチ

ームの中で、新たな目標の設定、課題の共有

等について、学校長の意見も聴きながら、協

議を進めていきます。 

 

〈その他の事業について〉 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

8 サイエンス・プログラムの推進 

 学力定着度調査において、中学校の理科が

全国平均を下回る結果となっている。理科実

験教室等の参加者も小学生に比べ少ない状

況であるが、区内に理系学部を有する大学が

あるという地域特性を活かして、理科教育の

魅力を伝える取組を行っていけると良い。 

 併せて中学校の理科専科の教員がこのこ

とをどのように捉えているか、意見を収集す

ることも必要と考える。 

 中学校での理科の学力を伸ばすためには、

小学校のうちから観察・実験を行い、仮説を

立て、検証を行うという取組を積み重ねてい

くことが重要であると考えます。今後も、理

科実験教室の開催、小学校へ派遣する理科実

験名人や観察・実験アシスタント等の実施に

よって、理科教育を支援してまいります。 

 中学校の生徒が理科学習の面白さを体験

し、理科学習に対する興味や関心を高めるこ

とができるよう、早稲田大学との協定に基づ

き、大学での先端科学技術をふまえた特別授

業、新宿ＳＰＰ（サイエンス・パートナーシ

ップ・プログラム）講習会を実施しています。 

今後も理科教育の推進のために、大学と連携

した取組を進めていきます。 

また、中学校の理科専科教員とは、毎年度

夏季休業中にＳＰＰ講習会及び研修会にて

会する機会があるため、そのような場面で本

件を話題とし、意見を聞いたうえで、推進事

業のよりよい運営に努めてまいります。 

 中学校の学力調査における理科の厳しい

状況の背景には、小学校で理科の楽しさが伝

わるような実験を含む授業ができていない

状況があるのではないか。新たに始まった教

科担任制による加配教員を活用するなど、理

 小学校の理科の授業では、観察・実験を中

心とした問題解決的な学習を展開すること

が重要ですが、一部では、教員主導の説明的

な授業も見られる状況があります。教科担任

制で理科を担当する教員が教材開発や指導
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科が好きで、力のある教員による授業を行っ

てほしい。 

の工夫を重ね、指導力を向上させることがで

きるよう、各校の取組を支援してまいりま

す。なお、加配教員の配置については、東京

都教育委員会の動向を注視していきます。 

 

13 障害者理解教育の推進 

 障害者スポーツを軸にし、デフリンピック

への取組も進めていることは多様な障害に

目を向ける意味で大切である。さらに新宿養

護学校、特別支援学校等に在籍している児童

生徒との交流（副籍交流も含めて）により障

害の有無にかかわらず共に生きる社会を創

造する人材の育成を目指してほしい。 

 障害者理解教育については、令和 6年度か

らデフリンピックや聴覚障害に関する内容

を区の教材に取り入れ、子どもたちが多様な

障害に関する理解を深めることができるよ

うに、内容の改善を図りました。 

新宿養護学校や特別支援学校等に在籍し

ている児童・生徒との交流を今後も計画的に

実施し、共生社会の実現につながる人材の育

成につなげてまいります。 

 

25 子どもの生活習慣病の予防  

 要医療と判定された児童・生徒への紹介状

交付はとても良い施策である。医師会との連

携・協力もあるとのこと、保護者にも分かり

やすい周知方法や体育の授業等を通して、子

ども自身が自らの健康づくりに意識的に取

り組むことができるような方策も併せて工

夫してほしい。 

 令和 5年度までは、要医療と判定された児

童・生徒に対してのみ生活習慣病に関するリ

ーフレットを配付していました。令和 6年度

からは各学校の対象学年初年度にあたる、小

学校 4年生と中学校 1年生の全員に対してリ

ーフレットを配付することや勧奨通知内に

チェックリストを掲載する取組を行ってお

ります。これらの取組を通じて、保護者への

分かりやすい周知に努めてまいります。 

 また、児童・生徒に対しては、保健体育の

授業を通じて、自ら健康づくりに意識的に取

り組めるような働きかけを行ってまいりま

す。 

27 公私立幼稚園における幼児教育等の推進 

28 幼稚園子育て支援事業の実施  

 私立幼稚園への支援も充実しており、保護

者も安心して子育てを行うことができると

思う。また、共働き世帯も増加しており、保

育所も含めた施策も実施しているため、こう

した取組もさらに充実していただきたい。 

一時預かり事業の拡充など、私立幼稚園へ

の支援の充実を図ることによって、共働き世

帯でも幼稚園に通園しやすい環境を整備し

ました。 

 今後、ますますライフスタイルが多様化し

ていく中であっても、幼稚園で教育を受ける

ことを希望する家庭の受入れがスムーズに

できるよう、公私立幼稚園のそれぞれの特色

を生かして、子育て支援の取組を充実させて

いきます。 
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34 地域協働学校の充実 

 男女共同参画基本法に基づく国の目標の

中で、学校運営協議会における女性比率の目

標も掲げられている。トップの年長男性を若

年女性が支えるという構造がまだ地域には

多く見受けられ、その状況を子どもが見るこ

とによる影響は大きいと思う。防災の観点で

も、女性が委員にいるかどうかで女性への援

助のあり方が変わるという調査もある。今

後、様々な場面で男女比率についても、検討

していくことが重要になってくると思う。 

 地域協働学校運営協議会委員の男女比は、

国からも積極的な女性の参画が促されてお

り、新宿区においては令和 5 年度及び令和 6

年 8月 1日時点で約６：４（男：女）となっ

ております。委員の委嘱については、学校が

地域団体に依頼することが多いため、地域団

体の男女構成比によるものとも考えられま

す。男女共同参画社会の実現は、区全体の課

題として取り組んでおりますので、この取組

について、学校や地域にも伝えていきます。 

39 ＰＴＡ活動への支援 

 ＰＴＡに参加しない保護者がいて困ると

いう意見を聞いている。まだ数は少ないがさ

らに増えてくると様々な課題が出てくるの

ではないか。共働き世帯の増加に伴ってこれ

からのＰＴＡ活動の在り方や参加方法等新

たな視点をどのように組み立てていくか保

護者の意見等も生かして考える時期となっ

ていると思う。 

 

 ＰＴＡの運営を支援するために会計士や

弁護士等の専門家を派遣したり、課題に応じ

たテーマでのＰＴＡ研修会等を開催してい

ます。また、幼稚園、小学校、中学校のＰＴ

Ａ連合体の会議に職員を派遣し、助言を行う

と共に、各連合体からの要望を受けて、ＰＴ

Ａの現状にあった支援ができる体制も整え

ております。さらに、単位ＰＴＡ（各学校の

ＰＴＡ）の相談にも個別に乗るなど、きめ細

かな対応もしています。これからもＰＴＡ活

動は無理のない範囲で行うことを前提に、保

護者に寄り添い、意見を聞きながらＰＴＡの

支援を行っていきます。 

 

43 新中央図書館の建設 

45 絵本でふれあう子育て支援事業 

 新中央図書館の建設が待たれる。十分に情

報収集を行い区民の学びを支えていただき

たい。 

 また、絵本の配布もとても素晴らしい取組

である。今後も継続して実施いただきたい。 

新中央図書館の建設については、近年建替

えを行った都内自治体図書館の視察や、新宿

区立図書館運営協議会における情報共有・意

見交換等を行っています。公立図書館を取り

巻く環境の変化をふまえ、今後も「区民にや

さしい知の拠点」にふさわしい新中央図書館

の建設に向けて、情報収集を行いながら検討

を続けていきます。 

 絵本の配布については、絵本を介して乳幼

児と保護者・養育者が楽しいひと時を分かち

合う機会となるよう今後も継続して実施し

ていきます。 
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48 情報モラル教育の推進 

 全国的に子どもたちのＩＣＴ環境が整備

され、ＳＮＳ上のトラブルやいじめ等の問題

が、目に見えないところで発生している状況

があることから、子どもたちの安全を確保す

る観点でも情報モラル教育を推進する必要

がある。 

今後も、児童・生徒のＳＮＳやインターネ

ットの利用状況をアンケートで確認すると

ともに、そのトラブルの発生状況を把握し、

適切に学校へ指導・助言していくことで学校

の教育力を向上させ、子どもたちの安全を確

保していきます。 

また、家庭向けリーフレットの作成と周知

や、啓発資料、情報モラル教育出前講座など

を活用し、教師、児童、生徒、そして家庭に

おける情報モラル教育を推進してまいりま

す。 

 

76 入学祝金支給 

 中学校の入学時には、色々と出費があるの

で、入学祝金の支給はありがたい支援だと思

う。一方で、学校指定の物品は割高に感じる

こともあり、何にどう経費を掛けるのかを検

討する必要がある。 

 小中学校入学時の保護者負担を軽減し、子

どもの健やかな育ちを支援するため、新 1年

生に対して入学祝金を支給しています。 

 なお、学用品の購入については、学校によ

って制服や運動着等が様々であることから、

それぞれの学校で判断しています。保護者負

担の軽減を図る観点から、今後、他自治体の

動向等も把握しながら検討する必要がある

と考えています。 

 

77 学校給食費等助成 

 公立学校における私費負担の問題がある

中、私立学校在籍者を含めた学校給食費の無

償化を実現したことは非常に素晴らしい。今

後、学校納付金で購入する物品について、教

育指導上の必然性を検討するとともに、必要

に応じた公費化も引き続き考えていただき

たい。 

 物価高騰による経済的負担増等への支援

が求められており、区立学校の給食費無償化

を行うとともに、私立学校在籍児童・生徒へ

給食費相当額の助成を行うなど、引き続き、

負担軽減に努めてまいります。 

 学校納付金については、金額及び内容も学

校により異なり、それぞれの学校が教育内容

に基づいた教材等を購入しています。また、

購入する物品が教育指導上必要かどうかに

ついては、各校の教育課程に応じて学校長が

判断しています。教材の選択も各校で異なる

ため、すべての区立学校が同じ教材（小学 1

年生の算数セット等）を利用する場合は、公

費で購入しています。今後も、こうした取組

を通して、負担軽減を図ってまいります。 
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71 学校支援アドバイザーの派遣 

 ＩＣＴの活用をきっかけに、これから教育

が大きく変わる転換点に来ている。 

学校支援アドバイザーの派遣では、若い教

員に基礎基本の授業の進め方とともに、ＩＣ

Ｔを使った新しい授業の組み立てや単元構

成の工夫についても教えていく必要があり、

そのためのアドバイザーの資質・能力の向上

は不可欠である。 

 学校支援アドバイザーは、本区のＩＣＴ環

境やＩＣＴを活用した効果的な指導方法に

ついて情報を共有し見識を深めています。若

手教員に対しては、各教科の学習指導の本質

を押さえた上で、ＩＣＴを使った新しい授業

の組み立てや単元構成の工夫について具体

的な助言を行っています。今後も、学校支援

アドバイザーがＩＣＴ活用をはじめとする

新しい教育課題に対応し、資質・能力を一層

高めていけるよう、指導主事との情報交換や

研修の機会を定期的に設けてまいります。 
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＜総括的な意見＞ 

 

 

● 藤井 千惠子 氏 

 ハード面におけるＩＣＴ環境の充実に伴い、ＩＣＴをきっかけとして教育が大きく変

わる転換点にきている。基礎・基本の授業の進め方と同時に、50 年先の日本の子どもた

ちが社会を作る時に必要な資質・能力は何か、真剣に考える時期が来ていると非常に強

く感じる。 

新型コロナウイルス感染症については、実施した様々な対策をやりっぱなしにせず、

区全体で対策集として取りまとめたことは非常に素晴らしいと思う。今後は、各学校が

自らこうした取組を検証し、学校個々の課題に対応するためにはどのような対策が考え

られるか、過去の取組と今後の課題が整理されると良いと思った。また、新型コロナウ

イルス感染症の影響により、対面の授業が少ないなかで教員になった人が現場に入って

来ている。理科の実験等を含め、子どもたちが実際に体験する授業を行う上で、今後の

課題の 1つではないか。今後も、さらに新宿区の教育が充実することを切に願っている。 

 

 

● 浅田 学 氏 

 これからは理数の人材が求められていく中で、学力調査において理科が全国平均を下

回る状況がある。理科も含め、今後は課題解決学習がますます重要になってきており、

そうした授業作りが必要とされていく。教員に熱意があれば、楽しさを伝える授業がで

き、ひいては、学力調査の結果の向上等にも繋がっていく。子どもが食いつく授業を作

るという点では、もちろん、働き方改革等との兼ね合いもあるが、今後、教員の加配も

含めて進められていく教科担任制を有効活用するなど、小中学校の繋がりの中で取り組

んでいただきたい。 

 不登校児童・生徒の急激な増加等、新型コロナウイルス感染症が子どもたちに与えた

影響は大きい。そうした状況への支援において、人的資源が限られているなどの課題も

あるが、ＩＣＴを活用した支援も含め、引き続き行っていただきたい。 
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● 仲田 康一 氏 

 ＩＣＴの充実という学習環境の変化や、不登校児童・生徒への支援のあり方の変化な

ど、子どもたちを取り囲む状況の多様化に伴い、様々な支援が求められている。学校外

の場で学ぶ子どもたちへの支援を進めることはもちろん、子どもたちの学びを保障する

第一義的な場所が学校であるという観点から学校内での体制充実を進めることが同時

に必要である。 

 また、義務教育の無償化という観点からも、今後は、現在私費負担となっている様々

なものの必要性を検討し、公費化等に向けた取組を行っていく必要がある。 

 今次の計画期間は、新型コロナウイルス感染症の影響を顕著に受けた時期と重複して

いる。そうした条件を考慮に入れれば、あらゆる取組をＡ評価としても良いと思えるほ

ど、関係者の大きな尽力があったと考える。子どもたちの学びを保障するため、オンラ

イン等による支援も含め、様々な対応を行っていただいたことに感謝申し上げる。 
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＜まとめ＞ 

（令和 6年度） 

～ 総括的な意見をふまえた取組の方向性と教育ビジョンの推進に向けて～ 

 

○ 令和 6 年度の点検及び評価では、教育ビジョンに掲げる全ての個別事業について、

令和 5年度の取組の進捗状況を総括するとともに、令和 3年度から令和 5年度までの

3年間を通じた取組の達成状況を総括いたしました。 

  この 3年間は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも、様々な工夫を講

じながら、教育活動と感染対策の両立を図り、教育環境の充実に取り組むことができ

ました。取組内容を一部変更した事業等もありましたが、個別事業全体では概ね目標

を達成し、新宿区が目指す教育の実現に向け、着実に個別事業の実施に取り組んでき

たものと考えています。 

 

◯ 今回、学識経験者からは、子ども一人ひとりの学びの保証や、不登校児童・生徒へ

の支援、地域ぐるみの学校安全、教職員の勤務環境の改善等の課題について、ご意見

をいただきました。 

 

〇 新宿区版ＧＩＧＡスクール構想については、タブレット端末の授業や家庭学習での

活用促進が求められる時期を迎えています。今後は、児童・生徒が主体的にタブレッ

ト端末を使いこなし、自分にあった学び方を見つけ、学習を進めることを目指す段階

へ移行するため、タブレット端末や他のＩＣＴ機器の適切な運用が必要です。 

  児童・生徒の学びを止めないＩＣＴ環境の実現のためにも、タブレット端末の更新、

学校内ネットワーク環境の再構築等に取り組むとともに、教職員の情報活用能力の向

上に努めていきます。 

 

◯ また、学校において、児童・生徒が生き生きと活動し、学べるようにするためには、

その安全確保が不可欠です。学校施設や通学路等の安全を引き続き確保するほか、次

なる感染症が発生した場合も、これまでの経験をふまえ、子どもたちが安全に安心し

て学びつづけることができるよう学校安全対策の充実に引き続き努めていきます。 
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○ 新宿区の不登校児童・生徒数は、全国同様に増加傾向にあります。不登校児童・生

徒に対しては、フリースクール等との連携に取り組むほか、家庭に引きこもりがちな

児童・生徒へのタブレット端末を活用した学習支援や、区立図書館等を活用した訪問

型支援、東京都との連携事業による仮想空間（メタバース）を活用したオンラインの

支援を実施するなど、学校に登校するという結果のみを目標とせず、社会的に自立す

ることを目指し、多様な教育機会の確保に努めていきます。 

 

◯ 教職員の勤務環境では、超過勤務の割合が高かった小学校・中学校での改善が進み、

令和 4年度に引き続き、令和 5年 8月も、当面の目標である「1週間あたりの実働勤

務時間が 60 時間を超える教員をゼロにする」を全校一斉で達成するとともに、ほぼ

全ての教員が、この当面の目標を達成することができました。 

今後も教員が健康でやりがいを持ちながら、子どもたちと向き合い、質の高い教育

活動を継続することができるよう、教員の働き方改革プロジェクトチームにおいて、

新たな目標の設定や取組等について協議を進め、教員の働き方改革を進めていきます。 

 

○ 新宿区教育委員会では、保護者のニーズや家庭を取り巻く環境の変化をふまえなが

ら、入学祝金や学校給食費助成、未就園児預かり事業助成等の新たな取組を実施して

きました。 

一方、グローバル化や人工知能の急速な進化など、子どもたちを取り巻く教育環境

は大きく、急速に変化しています。 

本報告書における評価や学識経験者の知見を生かし、教育ビジョンの推進に向けて

工夫や改善を図るとともに、直面する様々な課題に迅速かつ適切に対応し、次代を担

う子どもたちが地域や社会とのつながりの中でのびのびと健やかに成長していける

よう、新宿区の教育の一層の充実を図っていきます。 
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